
１．背景と目的 

平成17年3月，地震調査研究推進本部地震調査委員

会は「全国を概観した地震動予測地図」として「確

率論的地震動予測地図」を公表した1)．これは，想定

されるすべての地震を対象として，地震発生可能性

と強い揺れの評価を行った上で，将来の期間，揺れ

の強さ，および確率の関係を図示したものである．

その原データや評価結果は，「地震ハザードステー

ションJ-SHIS」によって提供されている2)．本研究は，

こうした地震ハザード情報を地震リスク情報に発展

させてとして活用することを目的として，主要98断

層帯を対象とし，震度曝露人口を推計して地震リス

ク評価を行い，相互比較するものである． 

２．使用データ 

震度データについては，J-SHISで公開されている

主要98断層帯（全154ケース）の結果を用いる．まず

距離減衰式（司・翠川式）を用いて最大速度が評価

され，さらに，変換式 I = 2.68 + 1.72*log10PGV を用

いて計測震度に変換された基準地域メッシュ（3次メ

ッシュ，約1km四方）データである． 

地震発生確率については，長期評価部会による評

価に基づいてJ-SHISで公表されている値のうち， 

2008年1月を起点とした30年間における平均ケース

（平均活動間隔および最新活動時期ともに，評価幅

の中央値としたケース）を採用した． 

人口データについては，平成12年国勢調査による

基準地域メッシュの夜間人口データを用い，上記震

度データとあわせて震度曝露人口を算出した． 

３．ばらつきを考慮した計測震度分布 

 距離減衰式を用いた地震動推定値は，様々な不確

定要因によりばらつきを示す．最大速度（対数正規

変量）の距離減衰式（司・翠川式）のばらつきは常

用対数標準偏差で0.23であり，前述の変換式により，

計測震度（正規変量）の標準偏差 は1.72*0.23=0.40

となる．計測震度変換式のばらつきの標準偏差は0.21

と評価されており，計測震度の予測のばらつきは， 

  σTOTAL
2=σATTE

2+σCONV
2=0.402+0.212=0.452   (1) 

となる．本研究では，このばらつきを空間的に独立

と仮定してランダムに付与して計測震度を評価する． 

４．地震リスク評価方法 

切迫度（発生確率Prob）および影響度（震度曝露

人口PEX）の積に基づく中立的リスク評価に加えて，

重みを付けた評価のためのパラメータrを導入する． 

R(Ei, r) = Prob(Ei)r * PEX(Ei) 1-r      (2) 

Eiは地震iのイベント，R はリスク指標を表す．r = 0

で曝露人口のみ考慮，0<r<1/2で曝露人口を重視，r = 

1/2で中立，1/2<r<1で発生確率を重視，r = 1で発生確

率のみ考慮するものである． 

主要 98 断層帯の地震リスク比較 
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(a) 震度 5 強以上                 (b) 震度 6 強以上 

図１ 主要 98 断層帯の地震（計 154 ケース）の発生確率 Prob と震度曝露人口 PEX の関係 
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また，震度曝露人口の多い順にイベントに並べか

え，順位jの累積発生確率P(j)を 

P(j) =1-(1-p1)*(1-p2)* ... * (1-pj)     (3) 

で求めて図示した地震リスクカーブも求める． 

５．評価結果 

図１は「震度5強以上」および「震度6強以上」に

ついて，計154ケースについて，発生確率Probと震度

曝露人口PEXの関係を図示したものである．図中の

線は，実線：r = 1/2，破線：r = 1/3，二点鎖線：r = 2/3

に相当している．表１は，各リスク指標の上位20位

を示したものである．切迫度（発生確率Prob）ある

いは影響度（震度曝露人口PEX）を重視すると，中

立的なリスク指標とはかなり異なったランキングが

得られている．このことは，地震リスクに対する異

なった態度を勘案しつつ，全国的に相対的なリスク

比較を行うことができることを示唆している．また，

対象地域を限定してランキングを構成することによ

って，当該地域における想定地震設定の優先順位づ

けのための一つの指標となりうると考えられる． 

図２にリスクカーブを示す．将来の30年間で154ケ

ースの少なくとも1つが発生する確率は66.3%であり，

90%非超過レベルは，震度5弱で約1490万人，震度5

強で750万人，震度6弱で約240万人，震度6強で約50

万人，震度7で約7万人となった． 

６．まとめと今後の課題 

今後，被害関数を適用して，建物被害および人的

被害に関するリスク指標を定義し，海溝型地震とあ

わせて詳細な比較検討を行う方針である．また，地

震動のばらつきを，地震間のばらつきと地震内のば

らつきに分離し，前者を完全相関，後者を独立とし

た評価を行う方針である． 
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 表１ 各リスク指標の上位 20 位のランキング 

（震度 6 強以上の震度曝露人口を使用．左より r = 0，r = 1/3，r = 1/2，r = 2/3，r = 1） 
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図２ 主要 98 断層帯（154 ケース）の震度曝露人口によるリスクカーブ（今後 30 年間） 
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